
―　 ―9

第68巻第 2 号「厚生の指標」2021年 2 月

目的　近年，妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援の必要性が重要視され，横浜市では産後
うつの予防や新生児の虐待予防等を図る観点から平成29年度より産婦健康診査事業を実施して
いる。今回，横浜市産婦健診補助券に記載された内容を用いて，産婦健康診査の実施状況を分
析し，さらに，エジンバラ産後うつ病質問票（以下，EPDS）の点数が産婦の支援にかかわる
人に適切に解釈されるために，産婦の特性によるEPDSの推移の差に関する検討を行った。

方法　平成29年 6 月から平成30年 3 月までに横浜市産婦健診補助券を使用して産婦健康診査を受診
した産婦15,605人の健診の実施内容・結果を分析した。さらに， 2 週間健診， 1 カ月健診の両
方を受診し，両健診にてEPDSを使用した産婦8,880人を対象に，独立変数を健診時期（ 2 週
間と 1 カ月），産婦の特性（分娩歴，若年出産，高齢出産，多胎の有無），従属変数をEPDSの
合計点数とし，反復測定二元配置分散分析を行い，産婦の特性の差によるEPDSの点数の推移
について，有意な差異がみられるかを検討した。

結果　当該期間に 2 週間健診を受診した産婦は9,585人であった。 2 週間健診で「異常あり」とさ
れた産婦は1,133人で，うち805人が 9 点以上であった。81人が区の福祉保健センターに報告さ
れ， 7 人が精神科に紹介された。 2 週間健診で 9 点以上だった産婦の32％が 1 カ月健診におい
ても 9 点以上であったが， 1 カ月健診で 9 点以上であった産婦の約半数は 2 週間健診では低値
であった。初産婦のEPDSの点数は 2 週間・ 1 カ月健診共に経産婦に比べ有意に高く，高齢産
婦の点数は， 2 週間健診では有意に低かったが， 1 カ月健診では有意差は認めなかった。いず
れの要因でも， 2 週間健診のEPDSの点数が 1 カ月健診に比べて高値であった。 2 週間と 1 カ
月健診の間での初産婦の点数の低下は顕著であり，他要因による交互作用が示唆された。分娩
歴および高齢出産の有無による 4 層の層別解析では， 2 週間・ 1 カ月健診ともに初産婦のほう
が有意に高値であったが，高齢出産の有無による有意差は認めなかった。

結論　初産婦のEPDSの点数は経産婦と比較して一貫して高値であった。特に初産婦の産後 2 週間
前後におけるメンタルヘルスの悪化は明確であるが，産後 1 カ月後には急速に回復する。
EPDSの推移を参考にしながら，回復が遅れる初産婦の特性を把握し，早期介入に結び付ける
ことが重要である。

キーワード　産婦健康診査，産後うつ，エジンバラ産後うつ病質問票（EPDS），妊産婦のメンタ
ルヘルス，産後の支援
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Ⅰ　緒　　　言

　近年，妊娠期から子育て期にわたる切れ目な
い支援の必要性が重要視され，その中で，妊産
婦のメンタルヘルスの不調も大きな課題となっ
ている。昨今の研究から妊産婦のメンタルヘル
スの不調から，妊産婦の自殺，児童虐待，養育
不全等に陥り，健全な養育が難しい状態となる
ことがわかってきた1）2）。そのために，早期に
不調をキャッチすることにより，適切な支援に
つなげることが重要である。例えば，平成28年
には日本周産期メンタルヘルス学会がメンタル
ヘルスコンセンサスガイドを作成し，妊産婦を
支援する際に役立つ共通指針を20のクリニカル
クエスチョン形式でまとめている3）。
　産後うつ病の予防や新生児の虐待予防等を図
る観点から，平成29年度より産婦健康診査の公
的補助の予算が計上され，平成29年 3 月には厚
生労働省より「産婦健康診査事業の実施に当
たっての留意事項」についての通知が発出され
た。これを受け，横浜市では平成29年度から産
婦健康診査事業を開始し，横浜市産婦健康診査
事業実施要綱に基づいて実施している。
　横浜市では，産後 2 週間健診と産後 1 カ月健
診の 2 回の産婦健康診査を実施し，産婦は補助
券を使用して受診する。産後 2 週間健診の補助
券は産後 5 日から21日，産後 1 カ月健診の補助
券は産後22日から60日に使用できる。それぞれ
5,000円が公費で支出される。産後 2 週間健診
は医師が必要と判断した横浜市に住民票を有す
る産婦のみが対象で，産後 1 カ月は産婦全員が
対象となっている。産後 2 週間健診の受診を医
師が判断する理由は産後うつ病の疑いのある症
状や状況，例えば，産後の体調回復が遅れてい
る産婦や育児不安が強い産婦，周りに支援者が
いないために孤立した状況に置かれている産婦
等の様々な理由が想定される。横浜市は医師が
産後 2 週間健診を必要と判断した理由について
の確認は行っていない。平成29年度は，受診で
きる施設を横浜市医師会に加入している病院お
よび診療所に限定して事業を開始した。その後，

平成30年度からは，横浜市と契約をしている市
外の病院・診療所や，横浜市と契約をしている
助産所にも拡大した。契約をしていない医療機
関で受診した場合の費用の払い戻しや，補助券
と現金の引換はできないこととしている。
　受診をする産婦は，産婦健康診査補助券に，
産婦の住所，氏名，生年月日，母子健康手帳番
号，出産日を記入し，「出産後の心身の不調は
ありませんか？」「赤ちゃんのことで気になる
こと，心配なことがありませんか？」という質
問に回答する。健診では，基本的健診の実施の
ほか，こころの健康アンケート（エジンバラ産
後うつ病調査票と同一），赤ちゃんへの気持ち
質問票，育児支援チェックリストの 3 種類の質
問票に産婦が回答し，医師や助産師等が内容を
確認する。この中で，こころの健康アンケート
は必ず実施することとしている。医療機関は，
健診実施項目，こころの健康アンケートの合計
点数や健診結果を補助券に記載する。健診結果
は，「異常なし」「要観察（ 1 継続フォロー， 2
他院紹介）」「区へ報告・依頼」の選択項目があ
る。医師会を通じて補助券は横浜市こども青少
年局に送付され，横浜市こども青少年局は，健
診内容や健診結果を確認し，母子保健システム
に入力する。
　産婦健康診査後に産後うつ病の可能性のある
産婦については，診察医師や助産師が区福祉保
健センターや精神科医療機関等に継続支援依頼
や患者紹介を行い，継続支援が行われる。区福
祉保健センターに継続支援依頼を行う際には，
要養育支援者情報提供書を使用する。
　健診の必須項目であるこころの健康アンケー
トは，エジンバラ産後うつ病調査票（以下，
EPDS）と同一の質問内容である。EPDSは英
国のCoxらが開発した産後うつ病のスクリーニ
ングのために使用される調査票で，10項目の質
問で構成される4）。和訳およびその妥当性の評
価については岡野らにより検証され，日本語版
の調査票の有用性が示されている5）。EPDSの
点数は， 1 項目につき 0 点（低リスク）から 3
点（高リスク）まで加点され，総合得点は30点
である。一般に 9 点をカットオフ値とするが，
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評価時期や集団の特性により陽性率が異なるた
め構造化面接などによる個別対応が重要である
といわれている6）。そのため，横浜市では，市
内産婦人科医療機関や区福祉保健センターの専
門職を対象に産婦健康診査事業やエジンバラ産
後うつ病調査票の使用方法についての研修を定
期的に実施し，区福祉保健センターで継続支援
依頼を受けた際には，EPDSの点数だけではな
く，産婦の全体像を把握する考え方を周知して
いる。しかし，産婦健康診査におけるEPDSの
とらえ方については国内において知見が少なく，
点数の解釈が難しいという意見も聞かれる。
　著者らは，横浜市での産婦健康診査の実施状
況や妊産婦の傾向を把握することにより，産婦
健康診査に従事する医療機関や健診結果を受け
る区福祉保健センターの専門職等が妊産婦を支
援する際の目安となるよう開始初年度の産婦健
康診査の実施状況をまとめるとともに，産婦の
特性によるEPDSの点数の推移の差に関する検
討を行った。

Ⅱ　方　　　法

（ 1）　検討の方法
　本検討では 2 種類の検討を行った。まず，産
婦健康診査の実施状況を把握するため，横浜市
産婦健診補助券を使用して，横浜市内の産婦人
科医療機関を受診し，産婦健康診査を受けた産
婦全数の健診の実施内容と結果を分析した。次
に，産婦の特性によるEPDSの推移の差を検討
するため， 2 週間健診， 1 カ月健診の両方を受
診し，両健診にてEPDSを使用した産婦のみを
対象に分析を行い，産婦の特性の差による
EPDSの点数の推移について検討した。

（ 2）　検討 1：事業開始初年度の産婦健康診査
実施状況
1）　対象

　平成29年 6 月から平成30年 3 月までに横浜市
産婦健診補助券を使用して，横浜市内の産婦人
科医療機関を受診し，産婦健康診査を受けた産
婦全数（15,605人）とした。なお，平成29年度

は事業実施初年度であるため，補助券を使用で
きる医療機関を横浜市内に限定していた。
2）　分析方法

　横浜市こども青少年局内の母子保健システム
内に入力された補助券の記載内容を用いて解析
を行った。まず， 2 週間健診と 1 カ月健診のい
ずれかもしくは両方の健診を受けた人の割合を
調べ，その後， 2 週間健診と 1 カ月健診それぞ
れにおいて，EPDSの点数が 9 点以上の人，健
診結果に何らかの異常があると診察医師が判断
した人，精神科や心療内科に紹介受診をしたも
しくは受診中の人，区へ報告・依頼された人の
割合を調べた。健診結果は，補助券に診察医師
が記載した診察結果および継続支援内容を参照
し，「異常なし」に該当しなかった人を「異常
あり」と判断し，集計した。
　本検討においては，何らかの理由でEPDSを
使用されなかった補助券も含めた。また，デー
タ処理を行ったため，横浜市の公表値とは値が
異なる。

（ 3）　検討 2：産婦の特性によるEPDSの点数
の変化
1）　対象

　検討 1 の対象者のうち， 2 週間健診と 1 カ月
健診の両方を受診し，両健診にてEPDSを実施
した産婦（8,880人）とした。
2）　分析方法

　母子保健システム内に入力された補助券記載
内容を用いて，独立変数を健診時期（ 2 週間と
1 カ月）と産婦 4 特性（分娩歴，若年出産，高
齢出産，多胎の有無）の 2 主効果およびその交
互作用，従属変数をEPDSの合計点数とし，反
復測定二元配置分散分析を産婦の 4 特性ごとに
繰り返した。次に，高齢出産における差におけ
る分娩歴による交絡の有無を確認するため，分
娩歴および高齢出産の有無による 4 層の層別解
析を行い，Bonfferoni法により分娩歴および高
齢出産の 4 層間の多重比較を行った。有意水準
を p ＜0.05と し た。 統 計 解 析 は，IBM SPSS 
Statistics Version 25を用いた。
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（ ４）　倫理的配慮
　本研究においては，個人情報にアクセス可能
な行政担当者が連結不可能匿名化処理を実施
した上で，提供を受けて分析を行った。イン
フォームド・コンセントについては，「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」第 5 章
第12の 1 （ 2 ）イの「匿名加工情報又は非識別
加工情報」に該当すると考えられ，健診受診時
における個人の同意取得の手続きは実施しな
かった。
　本研究の実施については，横浜市衛生研究所

倫理審査委員会の承認を得て実施した（審査番
号：2019-14，2019年 8 月 9 日承認）。

Ⅲ　結　　　果

（ 1）　健診実施内容
　当該期間に使用された延べ産婦健診補助券数
は24,564枚で，15,605人の産婦が受診した。 1
カ月健診のみを受診した産婦は6,020人（39％），
2 週間健診のみを受診した産婦は626人（ 4 ％）
であった。そのうち平成29年 7 月に出産した産
婦は694人，平成30年 3 月に出産した産婦は499
人であり，これらの人は当該期間以外の期間で
もう一方の健診を受診した可能性がある。 2 週
間健診と 1 カ月健診の両方を受診した産婦は
8,959人（57％）であった。
　健診受診者のなかで，高齢出産（35歳以上）
は5,536人（35％），若年出産（20歳未満）は117
人（0.7％）であった。初産婦は7,045人（45％），
経産婦は7,945人（51％），多胎出産の産婦は
155人（ 1 ％）であった。

表 1　産婦健康診査結果
（単位　人，（　）内％）

2 週間健診
（9,585人）2）

1 カ月健診
（14,979人）2）

EPDS1）の点数が 9 点以上 1 484（15  ） 1 690（11  ）
異常あり3） 1 133（12  ） 803（ 5  ）
　うちEPDS 9 点以上 805（ 8  ） 613（ 4  ）
　精神科／心療内科紹介・受診中 7（ 0.1） 35（ 0.2）
　区へ報告 81（ 1  ） 264（ 2  ）
注　1）　EPDS（エジンバラ産後うつ病調査票）は英国のCoxらが開

発した産後うつ病のスクリーニングのために使用される調査
票で，10項目の質問で構成される。EPDSの点数は， 1 項目に
つき 0 点（低リスク）から 3 点（高リスク）まで加点され，
総合点数は30点である。一般に 9 点をカットオフ値としている。

　　2）　平成29年 6 月から平成30年 3 月までに横浜市産婦健康診査
補助券を使用して産婦健康診査を受診した産婦を全数とした。

　　3）　産婦健康診査補助券に診察医師が記載した診察結果および
継続支援内容を示す。「異常なし」に該当しない産婦を「異常
あり」とした。

表 2　反復測定二元配置分散分析結果
平方和 平均平方 p

分娩歴
　分娩歴 9 293.801 4 646.901 0.000
　誤差 182 732.502 20.585
　健診時期 789.273 789.273 0.000
　分娩歴×健診時期 1 090.118 545.059 0.000
　誤差 61 721.062 6.953
高齢出産
　高齢出産の有無 137.476 137.476 0.012
　誤差 191 888.827 21.614
　健診時期 2 679.875 2 679.875 0.000
　高齢出産の有無×健診時期 31.071 31.071 0.036
　誤差 62 780.108 7.071
若年出産
　若年出産の有無 43.578 43.578 0.156
　誤差 191 982.726 21.625
　健診時期 79.740 79.740 0.001
　若年出産の有無×健診時期 0.920 0.920 0.718
　誤差 62 810.260 7.075
多胎出産
　多胎出産の有無 0.438 0.438 0.887
　誤差 192 025.866 21.629
　健診時期 80.638 80.638 0.001
　多胎出産の有無×健診時期 0.151 0.151 0.884
　誤差 62 811.028 7.075

図 1　産婦の特性とEPDSの点数の関係
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注　1）　反復測定二元配置分散分析を使用し解析。平成29年 6 月から平成
30年 3 月までに横浜市産婦健康診査補助券を使用して産婦健康診査
を受診し， 2 週間健診と 1 カ月健診の両方を受診し，両健診にて
EPDSを実施した産婦を全数とした。グラフ内の数値は平均値を示す。

　　2）　高齢出産は35歳以上とした。
　　3）　若年出産は20歳未満とした。
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　こころの健康アンケートは本健診において必
須項目と位置づけていたためほぼ全数で実施さ
れたが，通院中，死産や新生児死亡などの理由
で実施されなかった例もあった。

（ 2）　健診結果
　産婦全数の健診結果は表 1のとおりであった。
2 週間健診受診者9,585人のうちで「異常あ
り」とされた産婦は1,133人（12％）で，うち805
人（ 8 ％）がEPDS 9 点 以 上 で あ っ た。81人
（ 1 ％）が区に報告され， 7 人（0.1％）が精
神科や心療内科に紹介受診をしたか受診中で
あった。 1 カ月健診受診者14,979人のうちで
「異常あり」とされた産婦は803人（ 5 ％）で，
うち613人（ 4 ％）がEPDS 9 点以上であった。
264人（ 2 ％）が区に報告され，35人（0.2％）
が精神科や心療内科に紹介受診をしたか受診中
であった。
　 2 週間健診と 1 カ月健診の両方を受診し，こ
ころの健康アンケートを実施した産婦8,800人
の う ち1,383人（16 ％） が 2 週 間 健 診 で
EPDS 9 点以上であり，その中で439人（32％）
が 1 カ月健診においてもEPDS 9 点以上だった。
反対に， 1 カ月健診でEPDS 9 点以上であった
879人（10％）の中で約半数の440人は， 2 週間
健診ではEPDS 9 点未満だった。

（ 3）　産婦の特性とEPDSの点数の関係
　まず，分娩歴・高齢出産の有無・若年出産の
有無・多胎出産の有無のそれぞれの産婦の特性
別に，EPDSの点数との関係を解析した（表
2・図 1）。分娩歴の分析では，分娩の主効果
は有意であり，時間経過による有意差も認めた
（ｐ＜0.001）。高齢出産の分析では， 2 週間健
診では主要因に有意差を認めたが（ｐ＝0.002），
1 カ月健診では主要因に有意差を認めなかった。
若年出産および多胎出産による主効果は有意で
はなかった。いずれの分析でも， 2 週間健診の
EPDSの点数が 1 カ月健診に比べて高値であっ
た。
　次に，高齢出産における差における分娩歴の
交絡を確認するため，分娩歴と高齢出産の有無

による 4 層の層別解析を行ったところ（図 2），
2 週間・ 1 カ月健診ともに主効果が有意であっ
た（ｐ＜0.001）。Bonfferoni法により分娩歴と
高齢出産の 4 層間の多重比較を行ったところ，
初産婦と経産婦の間に有意差が存在し，高齢出
産の有無による有意差は認めなかった。

Ⅳ　考　　　察

（ 1）　初年度の横浜市での産婦健康診査実施状況
　産後うつ病の有病率は，10％台と報告されて
いる7）。産後うつ病は，過去のうつ病既往歴，
ストレスのかかるライフイベント，ソーシャル
サポートの欠如等の様々なリスクファクターが
報告されている8）が，これらは文化，地域によ
る差があるといわれている9）。
　本解析は産後うつ病の診断を指標にはしてお
らず，あくまで産後のうつ状態のスクリーニン
グの一機会としての産婦健康診査での健診結果
の検討だが， 2 週間健診においては全受診者の
12％が何らかの異常がある結果となり，産後う
つのスクリーニングとしては妥当な割合である
と考える。一方で， 1 カ月健診において何らか
の異常があった人の割合は 5 ％であり， 2 週間

図 2　分娩歴・高齢出産の有無による ４層の層別解析
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注　1）　反復測定二元配置分散分析を使用し解析。平成29年 6 月か
ら平成30年 3 月までに横浜市産婦健康診査補助券を使用して
産婦健康診査を受診し， 2 週間健診と 1 カ月健診の両方を受
診し，両健診にてEPDSを実施した産婦を全数とした。グラ
フ内の数値は平均値を示す。

　　2）　高齢出産は35歳以上とした。
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健診で何らかの介入や支援が行われた人の状態
が回復し 1 カ月健診を受診しているために割合
が比較的低いことや，産後 1 カ月では産後 2 週
間の時期よりも産婦の精神・身体面の状態が安
定してきていることが考えられる。
　また，本検討の 2 週間健診では15％が， 1 カ
月健診では11％の人がEPDSの点数が 9 点以上
であった。EPDSの点数は産後うつの重症度と
比例はせず，構造化面接等による個別対応が重
要なため，この数値の解釈には注意を要する。
2 週間健診でEPDSの点数が 9 点以上の産婦を
全員継続支援依頼するには，支援の限界がある
ため，EPDSの点数の特性を踏まえた利用が求
められる。
　 2 週間健診は医師が必要と判断した場合に受
診するとしたが，当該期間に産婦健康診査を受
診した産婦15,605人のうち，61.4％の人が 2 週
間健診を受診した。医師が必要と判断している
と考える割合が比較的高いことが示された。一
方で， 2 週間健診実施については明確な基準は
設けていないため，医師や医療機関ごとによる
判断に差異がある可能性があるが，本研究では
検討していない。

（ 2）　産婦の特性によるEPDSの点数の変化
　本検討においては，まず各々の産婦の特性に
よるEPDSの点数の差について検討したところ，
分娩歴においては 2 週間健診・ 1 カ月健診とも
に有意差を認め，初産婦のほうが経産婦と比較
してEPDSの点数が高値であった。高齢出産の
有無については 2 週間健診のみにおいて有意差
を認めた。 2 週間健診において，高齢出産以外
のほうが高齢出産と比較して平均値が高値であ
り，分娩歴が交絡因子となっていることが示唆
された。そのため初産婦と高齢出産の有無によ
る 4 層の層別解析を行ったところ，初産婦によ
る有意差のみを認めた。産婦健康診査開始前
にわが国で行われた調査では，EPDSの点数が
カットオフ値以上の者の割合は初産婦では 2 週
間健診時に顕著なピークがあるのに対し，経産
婦は妊娠中期から産後にかけてほぼ横ばいで
あった10）。本検討による結果とも合致した。

　初産婦の産後 2 週間前後においては，EPDS
の点数は高値となるが，その後急激に点数が低
下していた。経産婦と比較して下がり幅が大き
く，他要因による交互作用が示唆された。産後
2 週間から 1 カ月にかけてのEPDSの点数の低
下に寄与している因子として，子育てへの少な
からずの適応や，社会的支援によるものが推測
された。横浜市では，こんにちは赤ちゃん訪問
事業，第一子等に対する母子訪問等の訪問事業，
訪問型母乳相談事業，産後母子ケア事業，産前
産後ヘルパー派遣事業などの産後の支援を展開
している。こういった支援を利用することによ
り，産後の母体の回復に寄与している可能性が
あり，今後さらなる効果検証が望まれるところ
である。
　一方で，本検討結果のように 2 週間健診から
1 カ月健診にかけてEPDSの点数が低下せず，
精神・身体の回復の遅れがみられる産婦につい
ては，早期に適切な支援につなげることが必要
である。回復が遅れる因子として，低いストレ
ス対処能力11）などの個人に関する因子や，低い
ソーシャルキャピタル12）といった集団と個人の
関係に関する因子が報告されている。EPDSの
点数の推移を参考にしつつ，問診等で産婦の状
況を的確に判断することが望まれる。

（ 3）　本研究の強みと限界
　本研究の強みは，横浜市の産婦健康診査初年
度の健診状況を，開始初年度の特性を生かし，
横浜市内医療機関での横浜市民を対象にした健
診の全体像を把握できたことである。
　本研究の限界としては，あくまで本検討は
EPDSの点数を元に行っているため，問診での
内容や産婦のその他の身体所見は加味していな
い点が挙げられる。今後，EPDSの点数の因子
分析（抑うつ気分・快感喪失・不安）13）別によ
る推移を観察することにより，より具体的に
EPDSの点数の変化の内容を把握し，産後直後
に必要な支援について検討できる可能性がある。
　また，EPDSの点数を 2 週間という短期間に
同一尺度で実施することによる平均への回帰の
バイアスは存在している可能性はあると言われ
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ており本健診実施方法における課題だが6），そ
の誤差の大きさを推定することは困難であり，
本研究の限界である。
　さらに，本検討は 2 週間健診を受診できた産
婦を対象にしており，体調不良や受診手段等の
何らかの理由で 2 週間健診を受診できない人に
ついては含まれていない。抑うつ症状のある産
婦が 2 週間健診を受診できていない可能性も想
定されるが，その人数については把握しておら
ず，本研究においてはこれらの産婦の欠落に伴
うサンプリングバイアスを生じている恐れはあ
る。今後， 2 週間健診に来院できない人のメン
タルヘルスの不調をどのように行政が把握する
かは課題である。

Ⅴ　結　　　語

　初産婦のEPDS点数は経産婦と比較して一貫
して高値であった。特に初産婦の産後 2 週間前
後におけるメンタルヘルスの悪化は明確である
が，産後 1 カ月後には急速に回復する。回復が
遅れる初産婦の特性を把握し，早期介入に結び
付けることが重要である。
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